
1.労働基準法上の賃金とは

　労働基準法11条で、賃金とは「名称の如何を問

わず、労働の対償として使用者が労働者に支払う

すべてのもの」と定められています。

　「労働の対償」とは、使用従属関係の下で行われ

た労働に対する報酬を意味しますが、判断基準に

は、次のような尺度を用います。

①任意的、恩恵的なものであるか否か

　例えば、結婚祝金や死亡弔慰金、災害見舞金等、

使用者が労働者の吉凶禍福に応じて任意に支払っ

た恩恵的給付は、原則として賃金には該当しませ

ん。ただし、就業規則等であらかじめ支給条件が

明確に定められたものは、使用者に支払い義務が

あり、労働者に権利として保障されていることか

ら、賃金に該当します（昭22. 9.13　発基17）。

②福利厚生施設に該当するものであるか否か

　一定の要件を満たす住宅の貸与や食事の供与と

いった現物支給や、会社の浴場施設、運動施設等

の労働者の個人的利益に帰属しないものは、福利

厚生施設として扱われ、原則として賃金には該当

しません。

③企業設備の一環であるか否か

　通常実費弁償として捉えられる旅費や交際費、

作業用品代や制服の支給等、労働者の業務遂行の

ために企業が負担する業務費や現物支給は、企業

設備の一環として扱われ、原則として賃金には該

当しません。ただし、例えば旅費規程に基づき支

給されているものが、すべて企業設備に該当する

わけではなく、航空機乗務員が一定区間航空機に

乗務する際に、乗務日当を支給していたケースに

おいて、当該手当は通常の乗務業務に伴う疲労防
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止等を図る目的で支給される一種の特殊作業手当

としての性格を有するとされ、賃金であるとした

行政解釈（昭36. 5.16　35基収7006）があります。

2.割増賃金の基礎となる賃金から除外できるもの

　以上で確認した賃金のうち、割増賃金の基礎と

なるのは「通常の労働時間または労働日の賃金」、

すなわち所定労働時間の労働に対して支払われる

1時間当たりの賃金を指します。そして、この賃

金額を算出する際、［図表］に示す①〜⑦の賃金に

ついては、労働と直接的な関係が薄く、個人的事

情に基づいて支給されている賃金等であるため、

割増賃金の算定基礎となる賃金から除外すること

ができます（労働基準法37条 5 項、同法施行規則

21条）。なお、①〜⑦の除外できる賃金は、限定列

挙（列挙された事由に限る）であるため、該当し

ない賃金はすべて算入しなければなりません（小

里機材事件　最高裁一小　昭63. 7.14判決）。

3.ご質問のケース

［ 1］賃金に該当するか

　ご質問の「在宅勤務手当」については、まず支

給要件に照らして、賃金に該当するか否かを確認

する必要があります。当該手当は、「月の所定労働

日の半分以上がテレワークだった場合に、月額定

額制で支給する」という要件であるため、いわゆ

る実費弁償と考えられる算定要素ではなく、在宅

での通常の労働に対して支給される性質と解され

ることから、賃金に該当すると考えられます。

　なお、ひとえに「在宅勤務手当」と称しても、

その支給内容は企業によりさまざまです。仮に当

該手当が、テレワークを実施するに当たり、必要

なパソコン等の作業用品代や通信費等、業務遂行

に必要な費用の実費弁償として支給されるような

場合、前記1.③の企業設備の一環として賃金には

該当しない可能性が高いと考えられます。

［ 2］割増賃金の基礎の除外賃金に該当するか

　次に、当該手当が割増賃金の基礎の除外賃金に

該当するか否かを確認します。上記2.で見たよう

に、在宅勤務手当は、［図表］①〜⑤⑦の手当等に

は該当しません。また、今回の新設に伴い、今後

対象者に対する恒常的な支給が想定されますので、

「⑥臨時に支払われるもの」にも該当しないと考え

られます。

　したがって、ご質問の在宅勤務手当は割増賃金

の算定基礎に入れる必要があるでしょう。なお、

前述のとおり、在宅勤務手当の支給内容は企業に

より異なりますので、自社の支給要件や支給実態

等を踏まえて、個別に判断する必要があります。

 �割増賃金の基礎から除外できる賃金図表

●①�家族手当 扶養家族の人数またはこれを基礎とする家族手当額を基準として算出した手当

●②�通勤手当 通勤距離または通勤に要する実際費用に応じて算定される手当

●③�別居手当 世帯が二分されることによる生活費の増加を補うために支給される手当

●④�子女教育手当 子どもの学校教育費の補助等として支給される手当

●⑤�住宅手当 住宅に要する費用に応じて算定される手当

●⑥�臨時に支払われるもの 臨時的、突発的事由に基づいて支払われるもの、および支給条件はあらかじめ
確定されているが、支給事由の発生が未確定であり、かつ非常に稀に発生する
もの（私傷病手当、退職金等）

●⑦�1 カ月を超える期間ご
とに支払われるもの

1カ月を超える期間にわたる事由により算定され支払われるもの（賞与等）
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